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2006年 10月 24日，携帯電話の番号ポータビリティ(Mobile Number Portability，以下
MNP) 制度が施行された．MNP 制度とは，携帯電話会社を変更する際，これまで利用
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and Kuroda(2009)，韓国の携帯電話市場については Lee et al.(2006)が分析を行っている． 




















電話会社を変更した消費者の動向を分析することが目的であるので， 2006年 10月 24
日以降に携帯電話会社を変更した消費者を高い比率で抽出する Choice-basedサンプリ
ングを行った．7 ただし，携帯電話会社 3社(NTTドコモ，au，ソフトバンク)，地域， 
携帯電話会社 比率(%) 地域 比率(%) 年齢 比率(%)
NTTドコモ 50 関東 50 10代 10
au 30 東海 15 20-50代 85
ソフトバンク 20 関西 35 60代 5
携帯電話会社 比率(%) 地域 比率(%) 年齢 比率(%)
NTTドコモ 20 関東 50 10代 10
au 60 東海 15 20-50代 85





                                                     
7 この調査では，携帯電話会社を変更したサンプルを 500，それ以外について 1000の割付を事前に行った．ただし，調
査の実施上，実際のサンプル数は携帯電話会社の変更者については 531，それ以外については 1047となった．なお．総
務省資料によると，2007年 3月時点において，MNP制度の利用者は携帯電話の利用者全体の約 2%程度である． 











MNP 制度の導入以後も一定割合の消費者は MNP 制度を利用せずに携帯電話会社を変
更していることがわかる． 
そこで，調査では，携帯電話会社を変更した消費者でMNP制度を利用しなかった消



























































                                                     
8 調査では，10月 24日以降に携帯電話会社を変更したサンプルを抽出したが，回答者の中には｢1． MNP制度導入以
前だったから｣と，誤った回答をしているサンプルが 12名存在した．また，4のツーカーから au，7の以前の端末が PHS
であるサンプルは，本論文の目的と外れたケースである．以上のサンプルは次節以降で行う分析からは除外している． 
9 本論文で用いる NLモデルは，消費者ごとに直面する選択肢の集合が異なるという点で，通常のものとは異なる． 







する．ただし, 表記が煩雑になるのを避けるため，ih のインデックス h は省略する．
McFadden(1978)にならい，消費者 iが携帯電話会社 jを選んだときに得られる間接効用
を以下のようにおく． 
( ) ( )( )
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10 通常，NLモデルでは，ロジットモデルにおける Independence of Irrespective Alternatives (IIA)の問題を緩和する場合に
用いられるが，ここではMNP制度導入の影響の評価をしやすさという点に注目している． 








電話会社 jが過去と異なる携帯電話会社である場合には 1，そうでない場合には 0をと























                                                     
11 λはスケールパラメータと呼ばれ，第 1段階目と第 2段階目の Gumbell分布の分散の比率に対応する(第一段階目での
分散は 1に規準化されている)． 



















  本節では最尤法を用いた離散選択モデルの推定について説明する．NL モデルの性質
から，消費者 iが，携帯電話会社 j≠hを選択し，さらに MNPijを選ぶ確率は，携帯電話
会社の選択が与えられたもとでのMNP制度の利用に関する条件確率Pi,MNPij|jと携帯電話
会社の選択に関する周辺確率 Pijの積として表すことができる． 
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∑ ∑ ∑ ∑∈ ≠ ∈+= h Ni hj MNP MNPjiMNPjiijihihihh ij ijij PywPywWLL ]lnln[),,( }1,0{ ,,,,λγθ  (3-8)
ただし, Nhは過去の携帯電話会社が hである消費者の集合で，yihは消費者 i∈Nhが引き
続き携帯電話会社 hを選択する場合には 1をとり，それ以外は 0をとる変数で，yi，j，MNPij
は携帯電話会社 jを選択したもとで，MNPijを選ぶ場合には 1，それ以外は 0をとる変数
である．また，wはウェイトであり，消費者 iの過去の携帯電話会社が hである場合， 
                                                     
14 ここでは，MNP制度を利用しない場合の利得は 0に基準化している．また，NLモデルの解釈については，Train(2003)，
Ben-Akiva and Lerman(1985)が詳しい． 
























  調査を行った 2007 年 3 月時点での MNP 制度の利用者は約 200 万人で，携帯電話の








度の利用者が 200万人であるので，単純計算では 2年で 800万人のMNP制度の利用者






































変数名 平均 標準偏差 平均 標準偏差
料金(万円) 0.4907 0.3086 0.4612 0.2678
所得(万円) 2.9930 3.4679 3.0433 3.4282
電話帳の登録件数 112 111 112 111
音楽利用ダミー 0.352 0.478 0.310 0.463
ゲーム利用ダミー 0.342 0.474 0.333 0.472
お財布ケータイ利用ダミー 0.098 0.297 0.082 0.275
学生ダミー 0.150 0.357 0.148 0.355
サンプル数
変数名 平均 標準偏差 平均 標準偏差
料金(万円) 0.5641 0.3828 0.5853 0.4162
所得(万円) 2.8678 3.5663 3.1791 3.8529
電話帳の登録件数 112 113 121 113
音楽利用ダミー 0.455 0.499 0.459 0.499
ゲーム利用ダミー 0.362 0.481 0.328 0.470
お財布ケータイ利用ダミー 0.136 0.344 0.160 0.368
学生ダミー 0.155 0.363 0.097 0.297
サンプル数





























64%と，平均より多くの消費者が MNP 制度を利用しているので，γ は正の値であるこ
































変数 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
価格 -17.780 2.206 *** -17.599 2.637 *** -18.215 1.322 ***
価格*所得 0.935 0.731 0.918 0.887 0.923 0.424 **
価格*(所得)2 -0.024 0.038 -0.024 0.048 -0.023 0.020
switch -3.394 0.572 *** -3.778 0.758 *** -2.062 0.261 ***
switch*音楽 0.519 0.374 0.537 0.466 0.500 0.201 **
switch*ゲーム 0.084 0.362 0.078 0.447 0.086 0.200
switch*お財布ケータイ 0.524 0.508 0.492 0.627 0.635 0.294 **
au 0.505 0.307 0.526 0.388 0.440 0.149 ***
au*音楽 0.836 0.469 * 0.818 0.584 0.881 0.240 ***
au*ゲーム -0.935 0.461 ** -0.949 0.573 * -0.831 0.236 ***
au*お財布ケータイ -0.042 0.684 0.003 0.867 -0.223 0.341
ソフトバンク -1.916 0.322 *** -1.920 0.402 *** -1.899 0.166 ***
ソフトバンク*音楽 0.532 0.469 0.547 0.578 0.443 0.257 *
ソフトバンク*ゲーム -0.839 0.477 * -0.841 0.590 -0.825 0.261 ***
ソフトバンク*お財布ケータイ 0.077 0.573 0.155 0.685 -0.216 0.353
変数 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
定数項 0.422 0.416 0.479 0.572 0.292 0.160 *
電話帳の登録件数 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 *
学生ダミー -0.617 0.507 -0.681 0.661 -0.457 0.234 *







(i) WESML(8%) (ii) WESML(6%) (iii) ML(ウェイト無)
 




















とを示している．石川(2006)によると，au の音楽サービス LISMO の評判が高く，NTT
ドコモは iアプリなどのゲームサービスの良いとされているが，ここで推定結果はそう
した事実と整合的である．17 
















































19 Klemperer(1995)による分類だと，スイッチング･コストは(1)互換性(Need for compatibility with existing equipment)，(2)
取引費用(Transaction costs of switching suppliers)，(3)学習の費用(Costs of learning to use new brands)，(4)不確実性(Uncertainty 
about the quality of untested brands)，(5)各種割引(Discount coupons and similar devices)の 5つに分けられる． 
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ただし， 



























ij ss ++=−  (5-7)
と計算できる．スイッチング・コスト同様，MNP 制度導入の効果も全ての携帯電話会
社について共通である． 
  表 5-1 では，表 4-2 において推定した(i)-(iv)全てのケースについて，(5-3)，(5-7)式を
用いて計算した各消費者のスイッチング・コスト(sij)，およびMNP制度の導入によるス














て大きく異なる．この点については，図 5-1から確認できる．図 5-1は，ウェイトが 8% 
 
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差
スイッチング・コスト(円) 2057 367 2328 397 1145 273
MNP制度の効果(円) 311 137 350 154 218 96
変化率(%) 17.8 - 17.7 - 23.5 -




                                                     
20 正確には，利用料金以外の各携帯電話会社の属性を同一であると仮定したもとで，契約している携帯電話会社の利用
料金が他の携帯電話会社よりも 2057円高い場合に，各社の選択確率が等しくなることを意味する． 
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19 
と 6%のケースにおける各消費者の MNP 制度導入前後のスイッチング・コストの分布
である．図から明らかなように，スイッチング・コストが最も大きい消費者と小さい消
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(i) WESML(8%) (ii) WESML(6%) (iii) ML(ウェイト無)
平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差














































MNP有 MNP無 差 MNP有 MNP無 差 MNP有 MNP無 差
13.02 10.25 2.77 8.56 6.14 2.42 32.09 29.59 2.50
(iv) ML(ウェイト無)
表5-3：携帯電話会社の変更確率の変化(%)
(i) WESML(8%) (ii) WESML(6%)
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